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1. はじめに 本研究では，数哨的にモデル化することが困難な復元力特性を有する部分構造の実復元

力特性を．オンラインで計算機村に取り込みながら．全体椰告系の応答解析をする，サブストラクチャー・

ハイブリッド実験システムを開発することを目的とした．開発したシステムでは，構造系をせ刈析型多自由

度系にモデル化し，復元力が数値モデルで適切に表わし得ない部分構造系の実復元力特性を実測し，これを

用いて全体系の応答を数値計算により求めるものである．また，一応用例として，基部に引張ボルト継手を

有する柱に実地震波が作用する場合の動的応答を求めた．

2. サブストラクチャー・ハイブリッド実験システムの概要
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図ー 1 システムの概要

1に対応する実復元力いが載荷試験により直接測定され，これがA/D変換器を介して計算棚村にオンライ

ンで取り込まれて実復元カベクトルRが構成される．一方，残る部分構造の復元力と変位の関係は数値モデ

ルで表現し，剛性行列Kが作成される．これらを用いて，式 (1)を解くことにより，次ステップの応答変

位を求めることができる1>.なお，本研究では簡単のために，数値モデルにより表される部分構造系の復元

カー変位関係が線形な問題を対象とした．

3. 呵賄彫琺 図ー2に，中央差分法及びNewmarkのB法を時間積分法に用いる場合の基礎式を示す．

対象となる振動系の自由度が多くなると系の固有値に大きな値が含まれることになり，固有値は非常に広い

範囲に分布することになる．固有値の小さい部分で評価し得る挙動の解折が最も大きい固有値によって制約

を受けることは好ましくない2). したがって，構造系を多自由度系にモデル化するサブストラクチャー・ハ

イブリッド実験に用いる時間積分法としては，中央差分法などの条件付き安定な解法より，NewmarkのB法（

{j =1/4)などの無条件安定な方法の方が，適応範囲は広い．暉閉積分にNewmarkのB法を用いる場合，式 (2)

をそのまま解こうとす柑ま］時刻tI+ Iにおける応答を計算するのに， その時点では測定されてない同時刻

t I +Iでの実復元カベクトルR1+1が必要である．これを解決する方策としては，①：時刻 tIにおける実復元

カR を用いる，②:何らかの方法によって実復元力R<p)l+Iを推定して用いる， ③： Rip) l+Iを推定し，

更に実測された実復元カベクトルR1+1との差を，次ステップで修正する，④：初期値としてR1を用い，収束

計算により求める，などが考えられる．それぞれの方法に 長短があることから，本研究で構築したシス

テムでは馬澗積分法として中央差分法及びNewmarkのB法のどちらかを選択できるようにした．

4. 解折対象 解析対象とした構造物は，図一3(a)に示す基部に引張ボルト接合を有する柱である．最

下層の実復元力特性を測定するために，図ー3(b)に予す支間中央に接合部を有する単純梁を作成し，そのス

296 



土木学会第45回年次学術講演会（平成2年9月）

｛上出上 41 1 1 1 .. ., 
{3 (L1t)2 2 {3 . L1t C+K}Xい I=-IIY1 + I +Ila, +Cb1-R1 +1 {―山ー C}X1+ I =-IIY1―{K-

疇 -ol心疇）,x, ~ 四ふ:::-{~I-~C}I,-.-1, 
1 1 1 i ただしL1t~2/ (l)llax 実復元

h1=L1t< - -nx1+< - -ni,+― X1 I 
.. ; (., ... ,Jilffi有円鴫』4 {3 2 /3 2 /3・L1t 

I 

・・ 1 1 • 1 
X1+1=・ 

/3 (L1t)2 '〔X1+1-XiJ-—Xi-(一—/3・L1t 2 f3 
l)X, X戸

•• X,.1-2X,+X1-1 
(Llt)2 

． 1 1 1・ • 
i団一(Xい1-X』+(1-―)Xi+L1t(l-—) X1 

2 {3・L1t 2 /3 4 {3 
X1= 

X1+1-X1-1 
2・L'.'.lt 

(a) NewmarkのB法・・・式 (2) (b)中央差分法 ・・・式 (3)

図ー2 時間積分法

パン中央での変位と反力の関係を測定した．試験体，載荷方法，測定

方法に関する詳細は文献[3]を参照されたい．．入力地震波は日本海中

部地震において測定された実地震波の—例を，最大加即変200galで用

いた．初晴耕囲胡載荷詞験により測定した．減衰はレーレー減衰とし

，係数a11およびa1は次式により求めた．

C=a11M+a1K 
2w1u>2(~1u>2―〖匹 1) 2(~2u>2—(I Wt) 

, a11= , a戸
w2-w1 w2-w1 

(t) I I 匹は 1 次， 2次の固有円振動数'~.. ~2は 1 次， 2次のモード減
衰定数を示す．時間刻みLitは0.02secであり，中央差分法を用いて時

間積分する際に解が発散しない条件Llt~2/w■axを満たしている．

5. 解析結果及び考察 図ー4及び図ー5に，中央差分法及び

NewmarkのB法 (/3=l/4) を用いた実験解折結果を，時刻歴で示す．

本応用例で用いた試験体が有する引張ボルト継手は，接触面が離間す

ることによって屑附が低下するという特性を持っている．しかし，そ

のような卦線形性を示すものの大きな劉彩矧多を伴わないため，最終

的には，荷重をうける前の状態にもどる丸 したがって，図ー6に

示す継手部の非線形性を無視した数値計算による結果と比較しても，

—鴫暉双答変似ま大きくなるが，全ぼには，大きな恙ま見ら
れない．また， Newmarkのf3法の場合には，実復元カベクトルR1+1の
かわりに1ステッ7゚前のRを用いたが本解折例では，変位振幅が約10%程
中央差分法による値より大きくなった．
参考文献： 1) Iemura,H., Yamada,Y. and Tanzo,W. : Testing RIC 
specimens by a substructure-based hybrid earthquake loading 
system,Proc. of 9th World Conference on Earthquake Engineering 
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図ー 3解析対象と実剛モデル
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